平成 ○年発生災害　第○次査定　別記注意事項（事務所）

１　略称

　　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行規則　･･････････････「規則」

　　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法事務取扱要綱　･･････････「要綱」

　　公共土木施設災害復旧事業査定方針　･･････････････････････････「方針」

　　災害査定事務処理要領(昭和55年２月22日付54河第468号通知)　･･「要領」

　　災害関係法令例規集（平成28年版）  ･･････････････････････････「例規集」

２　異常気象名等

　　今回の査定に係る異常気象については、次のとおりです。

	コ－ド番号
	被　災　期　日
	異常気象名
	備考

	
	
	
	


３　工事番号

　　別添ファイルのとおり

４　班編制

　　本省（整備局）査定　○班体制
５　設計書作成の際の災害積上単価の適用世代
　　平成○年○月１日（ＮＮＮＮ０１）

６　申請書関係の提出書類について

 (1)　申請書関係一覧表

	提出書類
	提出期限・方法
	説　明

	
	提出期限
	提出方法(担当)
	

	災害報告

（訂正報告）
	○月○日(曜)
	電子メール

（事務担当者）
	○ 被害報告額については、箇所毎に申請

額以上、且つあまり乖離しない範囲の

額となるようにしてください。

	気象資料

災害原因別

調書
	○月○日(曜)
	紙媒体、電子データ
電子メール
Ｌサーバ
(等雨量線図は異常気象ごとに１部）

(技術担当者)
	○ 設計基準Ｐ12－１－７～11及び各事務所、砂防事務所に配付してある気象資料作成参考資料により作成してください。

○ 様式は、例規集Ｐ263～P274及び災害原因別調書（別紙様式４）です。
○ 電子データは、下記のＬサーバに保存し、電子メールで知らせてください。

	申請箇所図

箇所図作成調書
	○月○日(曜)
	電子メール
Ｌサーバ

（技術担当者）
	○ 平成26年３月25日付25河第444号「災害査定申請に伴う箇所図の作成について（通知）」により作成願います。

○ 電子データは、下記のＬサーバに保存し、電子メールで知らせてください。

	日程表

宿泊予約状況
	○月○日(曜)
	電子メール

（事務担当者）
	○ (2)日程表の記入方法を参照し、作成してください。

○ 事務所を跨ぐ場合は、事務所間で調整してください。

○ 市町村分も含めて記載をお願いします。

	提出書類
	提出期限・方法
	説　明

	
	提出期限
	提出方法(担当)
	

	被災前状況を説明する資料の状況について
	○月○日(曜)
	電子メール
Ｌサーバ

（技術担当者）
	○ 査定日及び班別にまとめてください。
○ 電子データは、下記のＬサーバに保存し、電子メールで知らせてください。

	査定申請データ入力表
	○月○日(曜)
	電子メール

（事務担当者）
	○　入力マニュアルを参照の上、入力してください。

	目論見書
	○月○日(曜)
	電子メール

（事務担当者）
	○ 査定申請データ入力表を入力すると自動転記されます。

○ 査定一週間前に電子メールで返送しますので、市町村へは貴所から配付してください。

	野　帳
	○月○日(曜)
	電子メール
Ｌサーバ

（技術担当者）
	○ 別紙「野帳、被災写真帳及び電子データの作成方法について」により作成してください。

○ 電子データは、下記のＬサーバに保存し、電子メールで知らせてください。

	事前説明用の
被災写真帳
	○月○日(曜)
	電子メール
Ｌサーバ

（技術担当者）
	○ 別紙「野帳、被災写真帳及び電子データの作成方法について」により作成してください。

○ 電子データは、下記のＬサーバに保存し、電子メールで知らせてください。

	市町村の国庫負担申請書
	－
	紙媒体で２部

（事務担当者）
	○ 申請市町村の日付、職印を確認し、提出してください。

○ 県工事分は、河川課で作成します。

	確認書
	－
	電子メール

（事務担当者）
	○ 県工事300万円未満の机上査定箇所について提出してください。

○ 市町村工事は、事務所で確認書作成をお願いします。

○ 押印したものは、査定設計書に添付してください。


(2)  日程表の記入方法

1 記載例・班編成表・概略行程案等を参考に、別紙日程表へ記入願います。

2 受検時間は、8:30～17:00とし、最終受検箇所は概ね16:00には開始できるよう調整願います。

3 定金・机上のある事務所は、会場（会議室）名を記入願います。

4 公用車の確保、会議室の予約等を必要に応じて行ってください。

5 今回の査定では査定官・立会官は河川課の車両で移動する予定です。

6 昼食は、店名、場所（市町村）、電話番号を記入願います。（予算は一人あたり千円以内）。

7 宿舎は店名、場所（市町村）、電話番号を記入願います。

8 宿舎の送迎については、河川課車で対応します。
9 査定官、立会官、研修官、随行員等は、決定次第連絡いたします。

10 水分補給等、現場での体調管理の工夫に御配意願います。

11 査定計画作成にあたっての参考資料

平成28年度災害復旧担当係長会議資料（平成28年４月19日開催）
平成28年度災害復旧実務講習会資料　（平成28年６月16日、17日開催）
７　事前打合せ

　　必要な箇所については実施してください。また、建設事務所においては、市町村分に該当箇所がある場合、併せて実施できるようご配意ください。

８　査定当日の準備書類

 (1)　申請箇所図（管内図）

　    要領第２の２の(5)及び(6)により作成してください。

 (2)　異常気象説明資料

９　査定準備にあたっての一般的な留意事項

 (1)　管内概況説明資料のうち、河川災害については各河川の代表的な出水状況、あるいは洪水痕跡水位写真を必ず整備すること。なお、撮影には場所の特定が可能となるよう留意するとともに、ゴミ等の残留物も併せて撮影するなど工夫を行うこと。
 (2)　査定設計書に添付する被災写真については、「災害査定添付写真の撮り方」を参考にすること。

　　ア　被災状況が的確に判断できるように工夫して、次の写真を整備しておくこと。

　　　①　全景写真

　　　②　局部写真（角度を変えること。）

　　　③　洪水痕跡等

2 写真には、測点、延長、幅員及び被災横断形状についてポール、スタッフ、リボン等で表示（特に延長の長い箇所については表示に注意）すること。

3 根継工等で出水により現地確認ができないものについては、既設残施設と関連付けて、洗掘状況等の下部決壊状況を充分把握できるものにすること。

 (3)　現場（申請箇所）の整備について

ア　査定申請箇所がゴミ捨場等になっている場合は、事前に確認し、清掃すること。

2 道路災害については、標識、防護柵等の安全管理に十分配意すること。

3 官民境界について、図面上及び現場にて確認できるようしておくこと。

 (4)　復旧計画について

1 被災原因や被災のメカニズムの究明に努め、被災原因を除去した復旧計画とすること。また、被災原因については、明確に説明できるようにしておくこと（例：「出水で壊れました」だけでは不十分）。

2 被災施設を前後施設に合わせて復旧できる場合があるので、被災箇所の前後状況を十分に調査すること（災害手帳28年版Ｐ56～）。

3 既設施設がある場合のＤ.Ｈ.Ｗ.Ｌと復旧計画天端との関連については、次によること。

　　　①　計画は原則として前後施設高と合わせること。

　　　②　天然河岸で前後施設が無い場合は、原則としてＤ.Ｈ.Ｗ.Ｌを計画天端とすること。

4 天然河岸の場合に、延長の長い箇所で氾濫痕跡が認められず、天端高を盛立計画としているものが見受けられるので、背後地の高さを勘案、横断地盤線に十分留意すること。

5 被災の程度、背後地の経済効果によっては、実地査定で大きくカットされることがあるので、申請工法等を過少としないよう留意すること。

6 急流河川の対策工法は、河床の洗掘防止等を考慮した計画とすること（単純に根継工を選択するのではなく、帯工、護床工についても検討を行うこと。）。

7 申請工法は、現場で容易に施工ができ、かつ経済的で安全に施工できる工法とすること。また、仮設、廃材の運搬距離等の計上漏れがないよう留意すること。

8 復旧に当たり用地買収等が必要な場合は、用地補償費の計上漏れがないよう留意すること。

 (5)　査定設計書の作成について

1 要綱及び「公共土木施設災害復旧事業に係る設計書の作成等について」（昭和43年４月１日建設省河防発第40号）に留意のうえ作成すること（例規集Ｐ217～245）。

2 査定設計書の各計上数値、費目の端数処理方法に注意すること（土木工事数量算出要領（案）H27.4国土交通省）。
 (6)　申請箇所に係る負担法根拠条文等の確認について、申請箇所に対する適用条項等を十分理解し、査定の際には、適用条項等の趣旨に沿って説明を行うこと。

 (7)　申請箇所の経済効果については、的確に把握し、目論見書に正確に反映させること。

 (8)　その他

1 市町村の道路工事については、道路認定台帳（写）を査定設計書に必ず添付すること。

2 応急本工事、応急仮工事実施箇所については、実施理由と説明資料を整備すること。

3 他事業と関連する箇所については、二重採択防止に関する協定書を整備すること。
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申請箇所で、復旧延長が長い場合（50ｍ以上）又は法長の長い場合（Ｈ＞5.0ｍ）には、復旧計画を明示するために丁張等を設置すること。

5 現場に梯子、仮橋等を設けるなど査定がスムーズに進行するよう配慮すること。

6 提出書類の用紙規格は、Ａ４判とすること（図面、野帳等の特別の用途のものを除く）。

7 申請金額が300万円未満の箇所については、机上査定によることができるので活用すること。

8 申請に関しての疑義については、河川課災害係に問い合わせること。
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